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ファーバーレポート 2015年９月

投資ゲームで過ぎたるは猶及ばざるが如し

「進化した社会では、物事の大半は政府の介入で悪化する。むしろ、それに最

も関心がある人たちの自由にさせ、その人たちが介入したほうが、あるいは

その人たちに介入させたほうがよい」

――ジョン・スチュアート・ミル（英国の哲学者）

「確かに、政府は目先の金利を下げることができる。紙幣を増発できる。銀行

を使って金融の緩和ができる。そうして空景気と見せかけの繁栄を作ること

ができる。しかし、そうしたブームは、遅かれ早かれ終焉する。そして不況

が待ち構えているのだ」

――ルートヴィヒ・フォン・ミーゼス（オーストリアの経済学者）

「インフレ政策は単独の現象ではない。現在の政治経済的・社会哲学的発想

のほんの一部である。ちょうど、金本位制という堅実な金融政策の提唱者が、

自由主義、自由貿易、資本主義、平和主義と密接な関係にあったのと同じよ

うに、インフレ政策は、帝国主義、軍国主義、保護主義、社会主義の本質的

一部なのだ」

――ルートヴィヒ・フォン・ミーゼス

「西洋社会の過去30年にわたる史実のほとんどが、機能したものを耳心地良

いものに置き換えることであった」

――トーマス・ソウェル（米国の経済学者）
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雇用の破壊者

　西側（米欧）、そして日本といっ

た先進国で、複雑膨大な法律と広大

無辺な規制が、いかに経済成長の

潜在力を削いでいるか（いわゆる

“ニューノーマル”だ）、本レポート

で何度も記してきた。

　今回はチャールズ・ヒュー・スミ

ス（訳注：金融ブロガー）のサイト

（www.oftwominds.com）に寄せら

れた投稿を紹介したい。政府がいか

に「雇用の破壊者」であるか分かる

だろう。

　なお、この記事は友人のハインツ・

ブラズニクが教えてくれた。この場

を借りてお礼を申し上げたい。彼

が運営するwww.actingman.comは、

非常に素晴らしいサイトだ。

　レイと名乗るこの投稿者は「我が

政府、雇用の破壊者」というタイト

ルで、以下のように記していた。

　昔から、自宅に来た友人や親せ

きの多くが、私の手料理を食べて

「店を開くべきだ」といってくれ

る。もちろん、話半分だ。多くの

人が多くの人に異口同音にいうに

違いない。おいしい食事を作れる

人は、ごまんといる。

　とはいえ、５年くらい前、自宅

と職場からそう遠くないところに

レストランが売りに出たとき、そ

の購入を思案している自分がいた。

当時は、景気が良くなかったこと

もあり、決断に至らず、しばらく

様子をみることにした。

　結局、そのレストランは店をた

たみ、その場所は飲食業と異なる

商売の店舗に変わった。ところが、

その店も2014年半ばにつぶれた

ので、私はここで飲食店（ベーグ

ルショップ）を開くタイミングだ

と判断した。かつてレストランが

あった場所だし、そんなに難しく

ないだろうと……。

　私は100平米ほどあるこの物

件を借りる契約を大家と結んだ。

また、自分の職場にあるCADソ

フトでレストランの内装を設計し、

元請けの施工業者と契約をした。

　私にはこれまで25年にわたり、

自力でゼロから売上百万ドル超の

会社を２つ育て上げた経験がある。

起業に必要な許認可はすべて知っ

ていた。

　まず、弁護士を通じて州政府

に会社設立の申請をする。また、

IRS（米内国歳入庁）からFEIN（連

邦雇用主番号）を入手し、銀行に

口座を開き、州から売上・使用税

許可証を取得した（売上税を徴収

するので）。そして、飲食店を担

当する州の役人に連絡をとった。

そういうことを扱う部署は、ネバ

ダ州衛生局だ。

　この地域を担当する州の検査官

（私は人口の少ない郡に住んでい

るので、郡政府に衛生局がない）

によると、数年間レストランでは

なかった場所なので、私の店は“新

規”の飲食店扱いになるという。

そのため最初の年に追加料金を支

払う必要があるといわれた。費用

が500ドルかさむことになるが、

まあいい。

　この物件には、すでに約6000

リットルのグリーストラップ（油

阻集器）や床排水トラップ、清

掃用のシンク、屋上空調機があり、

配管はほとんど整っていた。これ

については後ほどお話しよう。

　州の受付窓口に出店計画を提出

すると、配管や電気の書き方が基

準どおりではないと突き返された。

そして建築士に相談したほうがよ

いと忠告を受けた。

　はいはい、そうですか。私はこ

の地区でレストランをいくつか

扱った経験のある建築士を探し出

し、共同で作業することにした。

　彼は私の差し出した改装計画を

みて、非常に細かく設計されてお

り、スペースを最大限に活用して

いるといってくれた。しかし、彼

はこうもいった。ひとりでも店内

で食事をさせるつもりであれば、

少なくともADA規格準拠の化粧

室を設置する必要があるだろうと。

　その物件には、すでに化粧室が

２つあり、ADA準拠であった。と

ころが、最新版ではないので、改

修しなければならないという。し

かも店内で食べられるようにする

のであれば、ADA準拠の化粧室

を２つ設置する必要があるという

のだ。

　私は化粧室のひとつを取り壊す

つもりだった。そうすれば、さら

に席を置くことができる。しかし、

さらに席を置くと、２つの化粧室
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が必要となってしまう。にっちも

さっちもいかない。

　建築士が州に提出した書類は、

審査を受けたものの、廊下を広げ

る必要があるといわれた。廊下の

壁にある配管を取り除き、排水管

を動かして、完全に空けなければ

ならないという。

　しかし、実際のところ問題はそ

れだけでなかった。ネバダ州によ

ると、100平米の物件には８台の

シンクを設置しなければならない

という。

　すでに述べたように２つの化粧

室にそれぞれのシンクを置かねば

ならない。そして“洗い”“すす

ぎ”“消毒”のラベルがはっきり

とついた３槽式のシンクである。

しかも、少なくとも45センチの

棚がついていないといけないとい

う……。さらに、棒状の蛇口がつ

いた予備のシンク、掃除専用のシ

ンク、手洗い用の２槽式シンク（他

のシンクの近くに置いてはいけな

い）、そしてスムージー用のバー

カウンターシンクが必要だといわ

れた。排水口を床に増設しなけれ

ばならないし、また移動もしなけ

ればならなかった。

　シンク８台とは、なんともすご

い話である。規制に合わせた設計

図を書き、配管をするのにどれだ

けかかるか……２万～２万5000

ドルだ。

　出店計画を書き直すこと（つま

り州の役人を喜ばせること）６回、

ついに元請けの施工業者にその計

画を持っていくことができた。そ

して業者は、下請けの電気工と配

管工にその計画書を送った。

　すると彼らは、規制を守るため、

併用空調システムの工事を見積も

る必要があると伝えてきた。しか

もそのシステムが安定した空気を

供給するには、排気フードの交換

をしなければならないという。排

気フードと併用空調システムが連

結している必要があるからだそう

だ。そうすれば、店のお客様は州

が定めた基準に合った空気環境に

いられるという。はいはい。

　しかも配管工は、新品の排水管

システムを設置する工事も必要だ

といった。削岩機を使って配管シ

ステムをまるごと設置し直すしか

ないという。州が室内の配管につ

いて詳細な報告をするよう要求し

ているからだ。昔の配管は、こう

した要求がされる前に設置された

ものなので、それをすべて掘り出

して、計画どおりにしたいという

わけだ。そりゃすごいね。

　併用空調システムの工事にいく

らかかるか。４万ドルだ（たとえ

25年間、気化冷却機とガスヒー

ターで十分機能していたと思われ

る物件であっても）。

　さらに私は、200アンプの配電

盤が必要なので（それは知ってい

た）、外部の支柱にある変圧器を

電力会社に取り換えてもらわなけ

ればならないといわれた。新店舗

の工事なので（築30年だが、な

んといってもレストランなのだ）、

新しいEPA準拠の変圧器が必要

なのだという。

　電力会社に払う料金だけでも

１万2000～１万5000ドルは

かかる。規制に従って電気設備を

更新する費用は、電力会社がEPA

認可の変圧器を設置する料金を含

めて、２万ドルだ。

　さらに私は、ガス管を掘り起こ

し、削岩機で広げて、より太いガ

ス管に置き換える必要があるとい

われた。これに２万ドルぐらい

かかるだろう。なぜか。もちろん、

新しい規制によってガス管の最低

限の太さが決められたからだ。ガ

スを使うのは唯一オーブンレンジ

だけで、他はすべて電気で賄うつ

もりだったのに……。

　ここまでで、どれだけの時間と

手間がかかったか。実際のとこ

ろ、賃貸契約を結んだのが12月

末である。そして、つい先週まで、

州政府の命令に応じて必要書類を

準備するのに明け暮れていた。つ

まり、必要なことを解決するのに、

ほぼ７カ月もかかったのだ。その

間、賃料と光熱費を払い続けなけ

ればならなかった。

　しかし、州政府の複雑な要求を

解決するために多くの時間と労力

を費やしたのは、それだけでな

かった。

　例えば、どの飲食店も少なくと

も食品サービス取扱管理者を一人

置かなければならない。食品の

サービスや準備をする人であれば、

誰もが食品取扱コースを取る必要
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がある。結局のところ、管理者コー

スで約500ドルかかる。食品取

扱コースはその半分ぐらいだ。こ

れは年会費である。

　州の要求は建設工事にとどまら

なかった。例えば、次のとおり。

●仕入先の全リスト（仕入先は米

農務省公認の食品卸売業者でな

ければならず、ファーマーズ

マーケット、スーパー、自家栽

培はダメだといわれた）

●全メニュー（各既製品のカロ

リーをリストに）

●お惣菜のラベル見本（栄養デー

タ、材料、ピーナッツなどのア

レルギーの注意書きがあるか）

●従業員を何人必要と考えている

か（そうすれば各従業員の税金

を毎年自分から取れる。郡政府

も似たような考えだ）

●食品取扱など管理責任者となる

従業員の証明、私の雇用者識別

番号と州税ID

●事業計画・受託業者・売上予測

をすべて記入（そうすれば売上

税の中間申告を課すことができ

る）

　このように延々と続く。

　NRS（ネバダ州法）には飲食店

向けの法規が約500ページ分も

ある。それは食品を対象とした規

制だけだ。建物や電気、配管、サー

ビス（米障害者法のコンプライア

ンスや障害者用駐車場など）の規

制はそこに含まれない。

　私は匙を投げた。打ちのめされ

たのだ。

　よく政治家が「いかに雇用を“創

出”するか」という言葉を口にす

る。よくまあそんなことがいえた

ものだと思う。私は起業家として

過去25年にわたり実際に数千の

雇用を生んできた。またその間に、

５億ドルを超える顧客の資金に責

任を負った。つまり、５億ドルの

富を新しいテクノロジーや、新し

いベンチャービジネスにつぎ込ん

で、彼らの資産を運用してきたの

だ。

　私は雇用の創出者である。しか

し創出したくない職業が少なくと

もここに６つあると知った。

　このおぞましい話に対し、スミス

が次のようなコメントを加えている。

　政府のエコノミストやシンク

タンクの学者先生、そして大手メ

ディアのコメンテーターが雇用創

出について、なんだかんだいって

いる。しかし、彼らは雇用のひと

つも作ったためしがない。

　私は建築規制の“修正案”をひ

ねり出す任務を負った技師と政府

役人たちの会合に出席した経験が

ある。そこでは費用について何の

話もなく、費用対効果の分析など

全くなかった。政府の規制は、生

活の安全や労働者・大衆への搾取

に対処するためにある。しかし、

費用対効果と収穫逓減の法則を念

頭に置いたうえで対処するために

あるとは分かっていないのが現状

だ。

　ベーグルショップのシンクが８

台でなく４台だったら、安全性は

明らかに落ちるのだろうか。食品

の汚染事件を引き起こしているの

は、大半が巨大アグリビジネスの

製造工場である。ところが、皮肉

なことに、そのとばちりで過剰な

規制が課せられるのは、小さな飲

食店だ。

　小さな事業を始めるのにバカ高

い費用を課している政府が出す解

決策は「もっと金を借りろ」であ

る。12万ドルの費用の意味など

考えたこともなければ、そもそも

計算したこともない。だから気に

ならない。「オレたちが規制を作

る。あんたはそれに従え。規制に

従えないのなら、事業なんか始め

るな」というわけだ。

　このように、官僚経済は500

ページのマニュアルで民間企業を

監督する自分たちの存在価値を正

当化し、中小企業や小売店を切り

捨てていく。政府は、民間企業が

無数の命令に従順に従って事業を

するのが当然だと決め込んでいる。

倒産リスクを取ってまで事業を立

ち上げようという意欲ある企業家

が際限なく現れると思い込んでい

るのだ。

　連邦政府もまた、際限ない法律と

規制で、全体的にみれば事業環境を

阻害している。

　図１は米連邦税法のページ数だ。



― 5 ―

© Copyright 2015 by Marc Faber and www.gloomboomdoom.com - All rights Reservedファーバーレポート 2015 年９月

加えたコメントにも心から同意する。

複雑な規制で得をするのは

　それにしても、なぜこうした、ま

るでフランツ・カフカの書にでも出

てくるような恐ろしい状況になった

のだろうか（カフカの『変身』『審

判』『城』といった作品は、疎外感、

肉体的・精神的残虐性、そして官僚

制という迷宮で虐げられる人々、と

いったテーマがてんこ盛りだ）。

　レイもスミスもどちらも言及して

いなかった問題がひとつある。経済

システムには、常に勝者と敗者がい

る。したがって、次の疑問について

考えなければならない――「複雑膨

大な法律と規制で得をしているのは

誰か？」。

　NRSには約500ページにも及ぶ飲

食店向けの法規がある。しかも建物

や電気、配管、サービス（米障害者

法のコンプライアンスや障害者用駐

車場など）の規制はそこに含まれて

いない。それが個人で店を開くのを

非常に難しくしている。であれば、

皮肉屋でなくとも、この残念な状況

から間違いなく恩恵を受けているの

が誰か明らかなはずだ（バートラン

ド・ラッセルいわく「人生とは犠牲

者になるよりもむしろ罪人になる競

争にほかならない」）。

　複雑膨大な法律と規制で得をして

いるのは大企業だ。飲食業界でいえ

ばマクドナルド、ヤム・ブランズ（訳

注：ケンタッキーフライドチキンや

ビザハット、タコベルなどを傘下に

図１　米連邦税法のページ数は 1913 年から 2011 年の間に
　　　400 ページから７万 3000 ページへ

出所：www.CCHGroup.com

明らかにひどい。まともな人間であ

れば、すべてを理解できないだろう

し、手続きを踏む気にさえならない

だろう。スミスが続ける。

　現実的に考えてほしい。起業に

挑戦し、艱難辛苦を乗り越え、自

分の資本と健康をリスクにさらそ

うとする人々が際限なく現れるだ

ろうか（州のお役人へ。あなたの

仕事と違って、すべての企業には

リスクがあります。それが資本主

義というものです。その意味を調

べてみたらいかがでしょうか）。

　事業の開始と運営にかかる費用

が高くつけばつくほど、成功の可

能性は低くなっていく。

　政府の皆さん。皆さんは完全に

お忘れのようだが、皆さんは民間

部門に寄生する存在だ。そう、皆

さんにとっては、規制がもう500

ページ増えても何の問題もないだ

ろう。納税者から巻き上げたカネ

で安定した仕事に就く人々にとっ

ては朝飯前だ。しかし、民間部門

に雇用がなくなったら、数千ペー

ジに及ぶ規制でごちゃごちゃにし

て、際限のない“改正”を押し付

けている州のお役人様におカネを

払う人が残っているというのだろ

うか（末尾写真参照）。

　私は“自由の地”で“飲食店”を

開こうとしたレイが体験した苦痛に

同情の念を禁じ得ないし、その気持

ちは痛いほどよく分かる。スミスが
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置く）、スターバックスなどである

（図２）。

　もし、こうした大企業がレイに代

わってその物件を借りるとしたら、

次のようにするだろう――「賃貸契

約の専門家を派遣して、当物件を借

りる予定のフランチャイズ経営者を

支援する」「配管の専門家を派遣し

て、水回りの状況を調査する」「NRS

の食品規制に精通した専門家を派遣

する」などである。こうした専門家

は皆、数時間で「レイが借りたかっ

た物件は飲食店に不向きである」と

判断したはずだ。そして立地条件な

ど店舗に適した物件を決めてくれた

かもしれない。改装費も詳細に見積

もってくれるだろう。

　しかもこうした専門家は、NRS

の要求するすべての条件を満たすた

め、どのように事を進めたらよいか

熟知している。店は間違いなく１カ

月以内に開くだろう。大企業が政府

のキーパーソンにコネを持ち、また

彼らの選挙運動にいくらかの寄付を

しているのも大きい。

　その意味で、非常に興味深いデー

タがある。米国で雇用の成長がいか

に新興企業よりも伝統ある大企業に

大きく偏って伸びているか明らかだ

（図３）。

　誤解してほしくないが、私は企業

の大規模経営に反対しているのでは

ない。規模のおかげで生産性は改善

され、結果として消費者に低価格の

サービスを提供できる（ただし、必

ずしもそうではない）。

　私が異を唱えているのは、複雑な

法規が増えていることだ。それは、

巨大企業が自分たちの有利になるよ

うにロビイストを動かし、その影響

を受けて作られている（縁故資本主

義だ）。

図２　SBUX：スターバックス（2012 ～ 15 年）

出所：www.stockcharts.com

図３　企業年齢別でみた全雇用者の割合（1992 ～ 2011 年）

出所：US Census Bureau, The Brookings Institution
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成長を阻害するもの

　しかも、大企業が生産性を向上さ

せているとは、とても言い難い（ち

なみに、その数値化は、非常に難し

い）。BIS（国際決済銀行）によると、

金融緩和の結果、資源配分に歪みが

生じ、また超低金利となり、そのた

め生産性の伸びが妨げられていると

いう（図４）。

　BISは本当のことを知っているは

ずである。自行のエコノミストが

「米国の金融緩和では、消費が拡大

し、正味の設備投資はなおざりにさ

れた（マイナスにさえ転じた）ため、

生産性の伸びが抑えられた」と主張

しているのだ。

　確かに、米国（そして他の西洋諸

国）で生産性の伸びが低下した要因

は、ほかにもたくさんある。例えば、

お粗末な教育環境や労働人口の変化

だ（図５）。

　労働人口の変化で、若年層の雇用

よりもはるかに中高年層の雇用が増

えた。中高年労働者のほうが、すで

にできあがった自分のやり方に固執

しやすく、すぐに新しいテクノロ

ジーを若年労働者のように受け入れ

ないといわれる（この主張に私は完

全に同意しているわけではない。だ

が、現代の職場が非常に多くのこと

を求めているのは確かである）。

　要するに現在、米国はじめ西洋諸

国の経済成長は、強烈な向かい風を

受けているのだ。過剰な債務、人口

の老齢化、年金の未積立負債、官僚

主義という足かせ、生産性の低下、

大挙して押し寄せる不法移民などで

ある。

　経済成長はまた、中央銀行の浅は

かな金融政策からも妨害を受けてい

る。理由は簡単だ。ECB（欧州中

央銀行）と日本銀行は、それぞれの

通貨の価値を下げることで、実質的

にその地域の購買力を落としたので

ある。こうした政策による偶発的か

つ最も招かれざる副作用のひとつが、

図４　平均生産性の伸び（1980 ～ 2013 年）

出所：Bank for International Settlements

図５　世代別に労働者数を累積加算（単位 1000 人、2007 ～ 13 年）

出所：Bureau of Labor Statistics, Zero Hedge
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社会で唯一改正されたもの

出所：Jim Walker

働かずに給料がほしいって？　議員になりなさい。




